
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
宮城県 東松島市
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [83.2%]

類似団体内順位

2/129
全国市町村平均

91.8
宮城県市町村平均

93.7

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.5

82.9

92.8

94.893.794.1

H20H19H18H17H16

83.2
83.5

81.8
79.5

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[104,478円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.7]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.40人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [130.9%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

東松島市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
■財政力指数
・　人口の動向については著しい増減の推移はなく、平成１５年７月に発生した宮城県北部
連続地震による税の減収から改善傾向にあり、類似団体平均と比較しても同水準となって
いる。しかしながら、全国及び県の市町村平均と比較すると下回る状況にあることから、地
方税等の滞納データの一元化を検討し、税の徴収強化等による歳入確保に努め、交付税
や国県支出金などの依存型財政から自立した運営を図る。
■経常収支比率
・　類似団体平均は下回っており、対前年度比率と比べても０．３ポイント減少している。こ
れは平成１９年度より実施の高利率の地方債繰上げ償還による利子償還金の抑制、縮減
したことが一要因として挙げられる。また、人件費においても、行財政改革実施計画に基づ
き、新規採用の調整などによる職員数の減（９人）、職員給料の削減、管理職手当、期末
勤勉手当における役職加算等の見直し、議員報酬の削減、各種委員報酬の見直しなどの
削減にも努めている。
　　しかしながら、歳入の大幅な増加の見込みはなく、老朽化した公共施設の整備など今
後も大規模事業による公債費の増加が想定されるため、財政健全化計画及び行財政改
革実施計画の取り組みを確実に行い、市として適正な基準範囲での推移を図る。

■人口１人当たり人件費・物件費等決算額
・　類似団体平均と比較して、人件費・物件費等の決算額が平均を下回っている要因とし
て、上水道業務、消防業務等を一部事務組合で行っていることが挙げられる。また、行財
政改革実施計画に基づき、組織改革や事務事業の見直しによる内部管理経費の見直しを
進めており、光熱水費、通信運搬費、各種備品購入費などの項目において、一定の効果
が現れている。しかし、扶助費については、今後も増加傾向が想定されることから、市民協
働の伸展による効果を更に引き出すことで、経常的経費の抑制を図り、財源確保に努める
必要がある。
■ラスパイレス指数
・　類似団体平均は下回っているものの、その要因としては、行財政改革実施計画に基づ
き職員給与前年度対比２．４％減による影響が大きい。実施しない場合においては、類似
団体平均とほぼ同値になる。給与カットはＨ１９・Ｈ２０における実施計画となっており、Ｈ２
１以降は、職員定数の管理等を通じ、縮減に努める。
■将来負担比率
・　類似団体と比較し下回る状況にあり、対前年度対比においても２０．５ポイント減少して
いる。これは、平成１９年度より実施の高利率地方債の繰上げ償還が一要因であり、地方
債の現在高が前年と対比して減少していることに端をなしている。

　しかしながら今後においては、大型プロジェクト（給食センター建設事業）や義務教育施
設の耐震補強などによる発行増加が見込まれるため、今後一層の財政の健全化に努め、
また、事業の優先度により地方債発行額の調整を図る必要がある。
■実質公債費比率
・　健全財政運営のため公債費抑制及び高利率地方債繰上げ償還により類似団体平均
は下回っているものの、合併特例事業債の償還が本格化することにより、起債償還のピー
クを今後迎える傾向にあり、実質公債費比率の増加が予想される。今後実施する事業等
においては、起債依存型の事業実施を見直すことで、実質公債費比率の上昇の抑制を図
る必要がある。
■人口1，000人当たり職員数
・　これまで、人口増加に伴う事務量の増加に対応するため、職員の補充を行ってはいる
ものの、行財政実施計画に基づき、退職者不補充等を行い、職員数の削減を図ったことか
ら、類似団体平均を下回る状況である。今後も、合併後10年間における職員数の削減目
標の50人を尊重し、新規職員採用の抑制、民間委託の推進などにより適切な定員管理に
努める。


